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自己紹介
小山田 大和

おやまだ やまと

• 1979年生まれ45歳。学生時代から地
域活動に関わる。

• 小田原において加藤憲一市長が誕生
した際に設置された課題別検討委員
会のうち小田原市行財政改革検討委
員の住民委員を歴任（2008-2009）。

• 併せて社会教育委員、図書館協議会
委員を歴任（2010-2012）。

• 2012年エネルギーから経済を考える
経営者ネットワーク会議の設立に事
務局として参画。その後、理事。
2015.4-2021.3まで同会事務局長。

• 中学校社会、高校公民科教員免許取
得済。行政書士。

• 松田町ソーラーシェアリング検討任意
協議会会長

現在、合同会社小田原かなごてファーム
社長、松田町再生可能エネルギー協議
会委員、宮城県丸森町耕野地区外部ア
ドバイザー、早稲田大学招聘研究員



食エネ自給のまちづくり
～僕が再生可能エネルギーに取り組んだ４０００日～

(田園都市出版社)



ソーラーウィーク大賞2024
第1回かながわ脱炭素大賞 受賞



フィールド 地域 小田原
・現在、人口186.000人。神奈川県西部最大の都市。東京から83.9ｋｍ
かつては、戦国大名後北条氏の居城として繁栄。当時、関東最大都市。

・消滅可能性都市ではないが、人口減少と若年層の流失には歯止めが
かからない。地方都市が抱える課題を共有する。ひとつの都市に森里
川海がコンパクトに凝縮される自然環境の豊かな都市でもある。



日本の農業の現状農業人口123万人



農業の６次産業化
への取組み









おひるねみかん酒スパークリング＆おひるねみかんサイダー













ソーラーシェアリングとは

• 農業を行いながら太陽光発電を行う仕組み。
• 日本語では、営農型太陽光発電という。
• 実施には、事業を行う地区の農業委員会に書類
を提出する。実際は行政職員である農業委員会
事務局と交渉することになる。

• しかし、そこに、権限はない。
• 都道府県の地方行政部局の農地関係を所管す
る場所が様々な指示をしてくる。

• 農地法の３条＋５条申請、4条申請と大きく分け
て２つの申請がある。







愛川町で４号機の建設へ

• 費用800万円を市民出資を募集。
• 一口10万円、最低５口以上。でも、10万円で
も可能ですよ、としたところ

• わずか、１日で800万円が集まってしまいまし
た。出資者は15名。一名は寄付。

• 「市民の、市民による、市民のための」ソー
ラーシェアリング発電所の建設へ





ソーラーシェアリング五号機
～小田原市矢作～の建設

• NON-FITモデルである。横浜銀行と交渉を開始。
• 金融機関が融資に及び腰の理由

→補助金（1/2）、自己資金、融資の合わせ技
• 農転期間を3年→10年案件を提示
• 融資の期間も10年にする事業計画を基本とし
つつ、期間は交渉

→金融機関のリスクを低減する動きをする



遊休・荒廃農地が耕作地に

• 遊休・荒廃農地 • ソーラーシェアリングで
農地としてよみがえる



小田原市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金
を活用し、ソーラーシェアリング5号機の建設へ着手



食・エネ自給を目指す
農家カフェSIESTA開店



11社のメディアに掲載
毎日新聞、新エネ新聞



神奈川新聞、新かながわ新聞



左）神奈川新聞 右）東京新聞



100%自然エネルギーを作り・使う
ソーラーシェア→SIESTA→電気自動車



木製架台の実証実験へ



六号機完成…七号機へ
神奈川県最大の営農型所有者へ



七号機 開成町初の営農型竣工
2025.1.31



開成町と協定を締結



ケーブル破壊・盗難事件24.0328





ソーラーシェアリングの
メリット・デメリット

《メリット》

• 農業とエネルギーの両方から収入が得られる。

• 売電で現金収入が増える⇒営農継続のモチベーション

• 若年層の農業への回帰⇒一次産業の復権

食料自給率の改善 等

《デメリット》

• 農家の心のバリア

• 一時転用という申請関係の煩雑さ行政窓口への不浸透

• 一時転用許可の期間が３年

（現在は要件満たして10年案件も存在する。）

• お金の問題(融資に金融機関が及び腰)



←小泉純一郎元総理大臣と

↓志位議長、岡田克也元副総理らと



ソーラーシェアリングの下で出来た電気を使った
自然栽培・自然エネ100％米の 日本酒“推譲”完成



二宮尊徳(金次郎)の言葉
「推譲」

推譲とは、利益が出たならば、今の自分
の為に使うのではなく、将来の自分の為
に使うべきである、という自譲と、

広く、社会の為にこれを還元すべきであ
る、という他譲、

という考えが込められています。

二宮尊徳の思想を体現する言葉としては、
至誠、勤労、分度、推譲があります。

今回、ソーラーシェアリングという自然エ
ネルギーを広げ、かつ、脱炭素社会、
SDGSの精神を具現化する取り組み、

耕作放棄地の解消に向けた具体的な取
り組みを象徴する言葉として、この推譲を
洗濯させていただきました。



かなごて農学校「推譲館」開校























食べ物（Food）、エネルギー、福祉
（Care）を自給し地域でお金を廻す。

FEC+M自給圏
（かなごて自給圏）

の具体の取り組みをささやかなが
ら実働させていく。







おわりに

この数字は何を指すかお分かりになりますか？

小田原市における地域エネルギー支出額
地域エネルギー需要量 3488TJ （2015）
地域エネルギー自給率 3.91％
（出所：国立研究開発法人科学技術振興機構

「持続可能な多世代共創社会のデザイン」
研究開発領域地域ストックマネジメント研究、未来シミュレータ
http://opossum.jpn.org/simulator/）



市内の電力地産地消プラットフォーム（AEMS） 概要

 エリアエネルギーマネジメントシステム（AEMS）の目標は、市内の余剰電力
を取引するとともに、市内の調整力を制御して電力の需要と供給を調整する
プラットフォーム。

AEMS電力流通イメージ

余剰電力・・・自社に設置した太陽光発電設備が発電した電気の内、自社で使いきれずに余った電力。
自社の休場日等に発生。
調整力・・・電力過不足に応じて、電力を供給したり使用したりする機能。電気自動車（EV）のバッテリー、
蓄電池等が該当。





市内の電力地産地消プラットフォーム（AEMS） メリット

 AEMSの構築によって、市内（配電網内）で余剰電力が消費されることで、
市内の発電者の売電リスク・コストを軽減し、地産エネルギーの最大導入に
つながるとともに、地域経済の好循環にも貢献。

（AEMS導入による）
 配電系統需給バランスの安定
化

 上位系統の混雑軽減

（市内発電者にとって）
 発電機会の向上
（出力制御リスクの軽減）

（AEMS導入による）
 市の全国市場調達依存度の
低減

 市の電力地産地消の推進

（市にとって）
 エネルギー代金の域内循環

AEMSの効果・機能 メリット
（AEMSエネマネ運営者によ
る）
 余剰電力の⾧期・固定価格
買取

 発電者※、小売及び需要家と
の契約

 発電計画の作成

※250kW未満のPVは、市に登録された発電事業者を介す必要有

（AEMSへの売電者にとって）
 安定した売電収益の確保
 売電先の特定・契約事務の
軽減

 インバランスリスクの軽減



市内の電力地産地消プラットフォーム（AEMS） 目的

 小田原市においても、2030年頃から出力制御が発生する見込み。

 また、エネルギー代金が域外に流出（地域経済循環分析ツールによれば、2018年度337億円
のエネルギー代金が域外に流出）。

 これらの課題に対応するため、小田原市内で発生する余剰電力を取引するとともに、
市内の調整力を制御して電力の需要と供給を調整する市内電力地産地消プラット
フォームとして、エリア エネルギー マネジメント システム（AEMS）の構築を目指す。

 AEMSにより、小田原市内（配電網内）で電力が需給調整されながら消費されるこ
とで、地産エネルギーの最大導入及び地域経済の好循環を実現。

 配電系統の需給バランス
安定化

 上位系統の混雑（逆潮
流）軽減

 市内の発電機会の
向上
（出力制御の軽

減）
 地産エネルギーの
最大導入

 市の全国市場調達依存
度の低減  地域経済の好循環

現在の課題 メリット

※【出典】環境省の地域経済循環分析ツール

 小田原市内でも2030
年頃から出力制御が
発生見込み

 小田原市から域外へエ
ネルギー代金が流出
（2020年度110億円※）

AEMSによる効果

A
E
M
S
構
築



市内の電力地産地消プラットフォーム（AEMS） 新規性

電力系統の階層図 需給調
整市場
・

容量市
場

一般的
なエネ
マネ

新たな
システム
(日本
初)

 範 囲:受電設備以下の施設（街区・施設
群）

 目 的:個別施設・現状設備の電力コスト削
減

 参加者:特定のエネマネ事業者と契約した施
設

 範 囲:全国レベル
 目 的:周波数の安定化
（需給バランスが崩れると周波数が変動する）
 参加者:個別事業者の自由意志によ
り参加（需給調整市場は15事業者が参入
済）

 範 囲:配電網レベル（市町村程度）
 目 的:出力制御の回避・新規再エネ導入
促進（太陽光発電が増加すると部分的に系
統が混雑）

 参加者:幅広い電気事業者、アグリゲータ
（参加しない発電にもメリットあり）

 既存の需給管理として、街区・施設群レベルで特定の事業者と契約して行う一般的なエネル
ギーマネジメントや、全国大での需給調整に個別に参加する需給調整市場・容量市場がある。

 AEMSはこれらと異なり、小田原市全域において配電網レベルで地域の分散型エネルギーリ
ソースの最適活用を行う新たな取組。



地域と世界をつなぐ共通言語「SDGｓ」
国連「持続可能な開発のための２０３０年目標」

17目標と 169ターゲット

国連広報センター
HPより

2019 YUKO SAKITA 60
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